
　

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

　

「連結注記表」及び「個別注記表」

第55期（平成24年８月１日～平成25年７月31日）

　

　

　
「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款

第1 4条の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.sanno.co.jp/）に掲載し、ご提供いたしております。
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 Sanno Philippines Manufacturing Corporation

　 山王電子（無錫）有限公司

(2) 非連結子会社の名称 Sanno Land Corporation

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

　 Sanno Land Corporation

持分法適用の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないためであります。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちSanno Philippines Manufacturing Corporationの決算日は、５月31日

であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ

し、６月１日から連結決算日７月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

　連結子会社のうち山王電子（無錫）有限公司の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、６月30日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を

使用しております。ただし、７月１日から連結決算日７月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式（持分法非適用の非連結子会社株式）

　 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品 個別法

原材料 先入先出法

貯蔵品 最終仕入原価法

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　（リース資産を除く）

　

当社は定率法を、また連結子会社は定額法を採用しており

ます。（ただし、当社の平成10年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。）

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　２年～22年

　

　　　　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　　　　　当社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年８月１日以後

　　　　に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変

　　　　更しております。

　　　　　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び

　　　　税金等調整前当期純損失はそれぞれ3,972千円減少しております。　

 

②　無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

見込利用可能期間（５年以内）に基づいております。

③　リース資産

（所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②　事業構造改善引当金 希望退職者の割増退職金等の支給に備えるため、支給見込

額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する

実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13

号  平成11年９月14日)に定める簡便法により、当連結会計

年度末における自己都合退職による期末要支給額を計上し

ております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

　

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　

５．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　　

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産及び担保付債務

(1)　担保に供している資産は次のとおりであります。

　 建物及び構築物 43,215千円

　 土地 1,219,509千円

　 合計 1,262,724千円

(2)　担保付債務は次のとおりであります。

　 短期借入金 212,500千円

　 １年内返済予定の長期借入金 151,784千円

　 長期借入金 348,217千円

　 合計 712,501千円

　 　 　

２．有形固定資産の減価償却累計額 9,658,042千円

　

（連結損益計算書に関する注記）

通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 売上原価 144,541千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 5,000,000 － － 5,000,000

　

２．剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平 成 2 4 年 1 0 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 28,913 6 平成2 4年７月3 1日 平成24年10月2 6日

　

３．自己株式に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 181,050  203,000 － 384,050

（注）自己株式数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加分であります。

　

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針　

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（おもに銀行借入や社債発行）

を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日でありま

す。

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、おもに設備投資に係

る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後７年であります。このうち

一部は、金利の変動リスクに晒されております。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業業務管理規程に従い、営業債権について、営業部が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の営業業務管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

②市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。　

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

　



－ 6 －

２．金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。

　
連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 現金及び預金 3,553,641 3,553,641 　－

(2) 受取手形及び売掛金 1,900,365 1,900,365 　－

(3) 投資有価証券             

　　　その他有価証券 155,658 155,658 －

資産計 5,609,666 5,609,666 　－

(1) 短期借入金 1,735,375 1,735,375 　－

(2）長期借入金 747,301 741,798 △5,502

負債計 2,482,676 2,477,173 　△5,502

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。　

(3) 投資有価証券

市場価格に基づく価格を用いております。　

負債

(1) 短期借入金

これらは短期間で返済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。　

(2) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規借入を行った場合に想

　　定される利率で割り引いて算出する方法によっております。　
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

　 　連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 114,990

合計 114,990

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、（３）投資有価証券には含めておりません。

　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 3,553,641 － － －

受取手形及び売掛金 1,900,365 － － －

合計 5,454,007 － － －

　

４．金銭債務の連結決算日後の返済予定額　

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

短期借入金 1,735,375 － 　－ 　　－

長期借入金 　　212,984 　　443,236 　　91,081 　　－

合計 　1,948,359 　　443,236 　　91,081 　　－

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,383.53円

２．１株当たり当期純損失 137.39円

　

算定上の基礎は次のとおりであります。　

当期純損失 648,259千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純損失　 　648,259千円

普通株式の期中平均株式数 4,718,284株
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（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

　

（その他の注記）　　

　　減損損失

　　　当連結会計年度において、以下の資産グループ及び遊休資産について減損損失を計上して

    おります。

　 ㈱山王

Sanno

Philippines

Manufacturing

Corporation
合計

用途 事業用資産 遊休資産 遊休資産

場所
秦野市

秦野工場

伊勢原市

鈴川工場

フィリピン

共和国カビテ州

本社工場　

減損損失（千円）

建物及び構築物 3,196 － － 3,196

機械装置及び運搬具 5,884 8,853 86,672 101,410

無形固定資産 820 － － 820

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、工場ごとに資産のグ

ルーピングをしております。なお、遊休資産についてはグルーピングの対象から除外して、

別途減損の兆候を把握しております。また、本社、研究開発施設等の独立してキャッシュ・

フローを生み出さない資産は共用資産としております。

　経営環境の悪化により収益性が著しく低位で推移しており、将来キャッシュ・フロー見積

期間にわたって回収可能性が認められない事業用資産及び遊休資産の各種固定資産を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額等に合理的な調整

を行って算出しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券 　

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

①　製品 個別法

②　原材料 先入先出法

③　貯蔵品 最終仕入原価法

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　　　　　　３年～38年

構築物　　　　　　　　６年～50年

機械及び装置　　　　　２年～22年

車両運搬具　　　　　　４年～６年

工具、器具及び備品　　２年～20年

　　

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

　　　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年８月１日以後に取得した

　　有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　　　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期

　　純損失はそれぞれ3,972千円減少しております。　

　

(2) 無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

見込利用可能期間（５年以内）に基づいております。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。（所有権移転外ファイナンス・　

　リース取引に係るリース資産）
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３．引当金の計上基準 　

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 事業構造改善引当金 希望退職者の割増退職金等の支給に備えるため、支給見込

額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する

実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号

平成11年９月14日)に定める簡便法により、当事業年度末に

おける自己都合退職による期末要支給額を計上しておりま

す。　

(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　

５．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。　

　

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「賃貸収入原価」（当事業年度

3,808千円）は、営業外費用の総額の100分の10以下となったため、当事業年度より「その他」

に含めて表示しております。

　



－ 11 －

（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産及び担保付債務

(1) 担保に供している資産は次のとおりであります。

　 建物 43,215千円

　 土地 1,219,509千円

　 合計 1,262,724千円

(2) 担保付債務は次のとおりであります。

　 短期借入金 212,500千円

　 １年内返済予定の長期借入金 151,784千円

　 長期借入金 348,217千円

　 合計 712,501千円

　

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,421,669千円

　

３．関係会社に対する金銭債権 　

短期金銭債権 272,452千円

　

４．関係会社に対する金銭債務 　

短期金銭債務　 185千円

　　

（損益計算書に関する注記）

１. 関係会社との取引高の総額

営業取引による取引高 　

　売上高 147,265千円

　仕入高 3,419千円

営業取引以外の取引高 162,277千円

　

２. 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額　

　 売上原価 57,747千円

　



－ 12 －

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首
株 式 数 ( 株 )

当事業年度増加
株 式 数 ( 株 )

当事業年度減少
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 181,050 203,000 － 384,050

（注）自己株式数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加分であります。

　

（税効果会計に関する注記）

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） 　

１．流動資産 　

事業構造改善引当金 18,701千円

その他 4,278千円

　小計 22,979千円

評価性引当額 △22,979千円

　合計 －千円

２．固定資産 　

繰越欠損金 1,302,625千円

減損損失 610,796千円

退職給付引当金 77,794千円

役員退職慰労引当金 45,522千円

減価償却費 23,143千円

その他 60,780千円

　小計 2,120,663千円

評価性引当額 △2,120,663千円

　合計 －千円

（繰延税金負債） 　

　　固定負債 　

その他有価証券評価差額金 6,635千円

　合計 6,635千円

　



－ 13 －

（関連当事者との取引に関する注記）

　子会社等

種 類 会社等の名称 住 所

資 本 金
又 は
出 資 金
( 千 円 )

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取 引
金 額
(千円)

科目
期 末
残 高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

Sanno
Philippines
Manufacturing
Corporation

フィリピン
共 和 国
カ ビ テ 州

1,928,020
貴 金 属
表 面
処理加工

(所有)
直 接
99.9

兼任
3名

技 術
支援等

技術指導料 72,000 － －

子会社
山 王 電 子
（ 無 錫 ）
有 限 公 司

中 華 人 民
共 和 国
江 蘇 省
 

1,914,782
貴 金 属
表 面
処理加工

(所有)
直 接
100.0
 

兼任
2名

技 術
支援等

技術指導料 58,267 未収入金 21,534

金銭消費貸
借契約

245,225
短 期
貸 付 金

245,225

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．技術指導料

　業務内容を勘案し、両者協議の上決定しております。

２．短期貸付金

　貸付利率は両者協議の上、市場金利を勘案して合理的に決定しており、貸付条件は期

間6ヶ月、一括返済としております。なお、担保の提供は受けておりません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,463.15円

２．１株当たり当期純損失 45.28円

　　　算定上の基礎は次のとおりであります。　

当期純損失 213,660千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純損失 213,660千円

普通株式の期中平均株式数 4,718,284株

　

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。　

　



－ 14 －

（その他の注記）

　　減損損失

　　　当事業年度において、以下の資産グループ及び遊休資産について減損損失を計上しており

ます。　

用途 事業用資産 遊休資産 合計

場所 秦野市秦野工場 伊勢原市鈴川工場 減損損失（千円）

建物 3,196 － 3,196

機械及び装置 5,884 8,853 14,738

ソフトウエア 820 － 820

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、工場ごとに資産のグ

ルーピングをしております。なお、遊休資産についてはグルーピングの対象から除外して、

別途減損の兆候を把握しております。また、本社、研究開発施設等の独立してキャッシュ・

フローを生み出さない資産は共用資産としております。

　経営環境の悪化により収益性が著しく低位で推移しており、将来キャッシュ・フロー見積

期間にわたって回収可能性が認められない事業用資産及び遊休資産の各種固定資産を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額等に合理的な調整

を行って算出しております。

　


